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２ 国有林野の維持及び保存
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２ 国有林野の維持及び保存

（１）森林の巡視、病虫害の防除等適切な森林の保全管理

① 森林の巡視及び境界の保全

国有林野事業では、山火事や高山植物の盗採掘、ゴミの不

法投棄等を防ぐため、地方自治体、警察、ボランティア団体、

ＮＰＯなど地域の様々な関係者と協力・連携を図りながら国

有林野の巡視や清掃活動等を行っています。特に、７月を

「『国民の森林』クリーン月間」として設定し、地域の関係
も り

者と連携した清掃活動（「国民の森林」クリーン活動）を全
も り

国的に実施しています。

また、世界自然遺産※や日本百名山のように来訪者の集中

により、植生の荒廃等が懸念される国有林野において、｢グ

リーン・サポート・スタッフ※｣（森林保護員）による巡視や

マナーの啓発活動を行い、貴重な森林生態系の保全管理に取

り組んでいます。

さらに、国有林野を適切に管理するため、民有林等との境

界の巡視や点検等を計画的に行っています。
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事例 グリーン・サポート・スタッフによる森林の保全管理の取組

後 志森林管理署では、登山者の多いニセコ山地及びブナ北限地帯の国有
しりべし

林において、登山道の安全確保や植生の状況を把握するため、グリーン・

サポート・スタッフ（ＧＳＳ）による定期的な巡視や、登山者等への入林

マナーの啓発、登山道の整備等を実施し、貴重な森林生態系の保全管理に

取り組んでいます。

平成26年度は、標識の設置、リーフレット配布による登山者へのマナー

啓発活動、地域と連携した高山植物盗掘防止パトロールなどを実施すると

ともに、これらの取組を局のホームページを活用して積極的にＰＲしまし

た。

（北海道森林管理局 後志森林管理署）

場 所：北海道虻田郡倶 知 安 町 ニセコ国有林ほか
あぶたぐんくっちゃんちょう

説 明：写真は、ＧＳＳによるリーフレット配布による普及啓発（左上）、植生保護

標識の補修（右下）です。
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② 森林病虫害の防除

松くい虫の被害は、国有林野における病虫害の大半を占め

ていますが、昭和54年度の149千ｍ３をピークに減少傾向にあ

り、平成26年度の被害量は、27千ｍ３（対前年度比97％）と

なりました。

森林管理署等では、被害の拡大を防ぎ、貴重なマツ林を保

護するため、地方自治体や地域住民と連携をとりながら、被

害木を伐採して薬剤を散布する伐倒駆除等の被害対策を進め

ています。

また、近年、カシノナガキクイムシが媒介するナラ菌により

ミズナラ等が集団的に枯損する「ナラ枯れ」が、東北地方等

で発生しています。平成26年度の国有林における被害量は、

６千ｍ３（対前年度比103％）となりました。

森林管理署等では、「ナラ枯れ」による被害木への薬剤注

入や伐倒した後に薬剤でくん蒸するなどの駆除を実施して
じょう

います。

表－９ 松くい虫被害の状況と対策

区 分 平成26年度 (参考)平成25年度

松くい虫被害量 (千ｍ
3

) 27 28

防 特別防除 (ha) 2,427 2,284

除 地上散布 (ha) 1,807 1,920

駆 伐倒駆除 (千ｍ
3

) 19 12

除 特別伐倒駆除 (千ｍ
3

) 11 13

注：１ 特別防除とは、空からヘリコプターを利用して薬剤を健康なマツに散布し、カミキリを駆除すること。
２ 地上散布とは、地上から動力噴霧機等を利用して薬剤を健康なマツに散布し、カミキリを駆除すること。
３ 伐倒駆除とは、被害木を伐り倒し、薬剤をかけたりくん蒸して、カミキリの幼虫を駆除すること。
４ 特別伐倒駆除とは、被害木を伐り倒して、細かく砕いたり、燃やして、カミキリの幼虫を駆除すること。
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事例 「虹の松原」の再生・保全の取組

佐賀森林管理署では、地元自治体やＣＳＯ（市民社会組織）等と連携し、

日本三大松原の一つであり、国の特別名勝にも指定されている「虹の松原」

の再生・保全に取り組んでいます。

平成26年度は、特別名勝への指定60周年を記念して、ボランティア団体

と連携して記念植樹祭を開催し、地元の園児を含む約100名が抵抗性クロ

マツを植栽しました。また、地元自治体や地域住民と連携した松くい虫被

害木の一斉点検や、地上散布、樹幹注入等による松くい虫被害対策を行い

ました。

（九州森林管理局 佐賀森林管理署）

場 所：佐賀県唐津市 虹の松原国有林

説 明：写真は、松くい虫被害による枯損木を伐倒除去している様子（左上）と、

植樹祭において地元園児が抵抗性クロマツ苗木を植えている様子（右下）

です。
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③ 鳥獣被害の防除

近年、シカによる森林植生への食害やクマによる樹木の

剥皮等、鳥獣による森林・林業被害が深刻化しており、希少
は く ひ

な高山植物など他の生物への脅威にもなっています。

国有林野事業では、わなによる捕獲等の個体数管理や、被

害箇所の回復措置や防護柵の設置等の被害防止対策、野生鳥

獣の生息環境整備等に取り組んでおり、平成26年度には

14,946頭のシカを捕獲しました。

シカやクマ等野生鳥獣との共生を可能とする地域づくりに

向け、地方自治体や学識経験者、ＮＰＯ等と連携し、地域の

特性に応じて、個体数管理、被害箇所の回復措置、生息環境

整備等の有効な手段を組み合わせた対策を総合的に推進して

います。また、生息状況等を踏まえた適切な個体数管理に向

け、効果的な捕獲技術の実用化や普及活動等にも積極的に取

り組んでいます。

図－６ 国有林におけるシカ捕獲頭数

注：捕獲頭数は職員実行、委託実行、地域との連携、ボランティアハンター等による国有林における
有害鳥獣捕獲の頭数の計（平成27年３月現在の値）。）
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事例 地域課題の解決に向けたシカ被害対策の取組

北海道根室地域では、エゾシカの生息密度が高く、近年、森林や酪農業

等への被害が深刻化しています。

根釧東部森林管理署では、地域におけるエゾシカ被害の低減を図るため、

エゾシカの食料が乏しい冬期に、餌で誘引し大型の囲いわなを利用した捕
えさ

獲を行っています。平成26年度は、囲いわなの入り口に設置している落と

し扉を、遠隔操作により作動させるシステムを導入するなど、捕獲時のエ

ゾシカの逃げ出しを防ぐ工夫をし、10回の捕獲活動で106頭を捕獲しまし

た。また、捕獲した個体は食肉等として活用されています。

（北海道森林管理局 根釧東部森林管理署）

場 所：北海道根室市 長 節地区国有林
ちょうぶし

説 明：図は、餌によりシカ誘引し、追い込んで捕獲する囲いわなの構造（左）で

す。写真は、捕獲されたエゾシカの様子（右）です。
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事例 東北地方における広域的なシカ被害対策の取組

近年、東北地方において、ニホンジカによる農林業被害が増大し、世界

自然遺産の白神山地等への生息域拡大も懸念されています。

東北森林管理局では、森林官の調査等により、県境を越えた広域的な生

息状況を把握し、地域や関係機関と連携した被害防止対策に向けた情報の

収集・共有に取り組んでいます。

平成26年度は、関係機関や有識者によるニホンジカ被害対策検討会の開

催や、白神山地周辺におけるセンサーカメラによるモニタリング、管内全

域の国有林内でのチェックシート調査等を実施し、ホームページ等を利用

して目撃情報や被害情報等の調査結果を共有しました。

（東北森林管理局）

場 所：東北森林管理局管内 国有林

説 明：写真は、白神山地周辺においてセンサーカメラを設置する様子（左上）と

撮影されたシカの様子（左下）、図は調査用チェックシート（右）です。
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事例 地域が一体となったシカ被害対策の取組

南信森林管理署では、ニホンジカによる高山植物の食害や農林業への被
なんしん

害が深刻化している南アルプス及び伊那谷地域において、総合的な被害対

策を実施するため、県や市町村、大学とともに「南アルプス食害対策協議

会」を設置し、ニホンジカの生息状況調査や防鹿柵の設置、個体数管理の

ための捕獲等に取り組んでいます。

平成26年度は、協議会構成団体のほか、農業関係者やボランティア、環

境省とも連携し、高山植物等の保全に向けた植生調査や防鹿柵の設置とと

もに、署職員や猟友会による捕獲活動を実施し、約1,400頭のニホンジカ

を捕獲しました。

（中部森林管理局 南信森林管理署）

場 所：長野県伊那市 黒河内国有林
くろこうち

説 明：写真は、ボランティア等による防護柵の設置の様子（左上）、捕獲活動とし

てのくくりわなの設置の様子（右下）です。
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（２）「保護林」など優れた自然環境を有する森林の維持・保存

① 「保護林」の設定及び保全・管理の推進

国有林野には、原生的な森林生態系や希少な野生生物の生

育・生息する森林が多く残されています。

国有林野事業では、大正４年に保護林制度を発足させ、こ

うした生物多様性の核となる貴重な森林を「保護林」に設定

し、定期的に森林や動物等の状況変化をモニタリング調査し

ながら、厳格な保全・管理等に努めています。

世界自然遺産の「知床」、「白神山地」、「小笠原諸島」及

び「屋久島」の登録に当たり、保護林の１つである「森林生

態系保護地域」が世界遺産としての価値を将来にわたって維

持していくための担保措置として認められています。

平成26年度には、奈良県吉野郡天川村における「地峯水生
ぢ み ね

生物生息地保護林」の新設など、「保護林」の設定・変更等

行い、その結果、面積は約３百ha増加し、約96万８千haとな

りました。

また、保護林については、平成元年に制度の再編・拡充を

図って以降の生物多様性の保全に関する施策の推進や、設定

の進捗状況を踏まえ、平成26年６月より林野庁において有識

者会議を設け、保護林区分や復元の考え方等、今後の制度の

在り方について検討を行いました。その結果を踏まえ、平成

27年度に制度の再編を行うこととしています。
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表－１０ 保護林の保全・管理の事例

森林林生態系保護地域
目的：森林生態系の保存、野生生物の保護、生物遺伝資源の保存。

事例 知床森林生態系保護地域

（北海道森林管理局）

森林生物遺伝資源保存林 林木遺伝資源保存林
目的：森林生態系を構成する生物 目的：林業樹種と希少樹種の遺伝

全般の遺伝資源の保存。 資源の保存。

事例 霧島山森林生物遺伝資源保存林 事例 千本山ヤナセスギ林木遺伝

（九州森林管理局） 資源保存林（四国森林管理局）

植物群落保護林 特定動物生息地保護林
目的：希少な高山植物、学術上価 目的：希少化している野生動物と

値の高い樹木群等の保存。 その生息地・繁殖地の保護。

事例 鳥海山植物群落保護林 事例 天王山特定動物生息地保護林

（東北森林管理局） （近畿中国森林管理局）

● 森林生態系保護地域は、原

生的な天然林を厳格に保全・

管理しており、このうちの一部は

世界遺産に登録されている。

【設定地域の例：知床、白神

山地、小笠原諸島、屋久島】
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制度化100年を迎えた保護林制度等の見直しに向けた取組

保護林制度は、学術研究や貴重な動植物の保護等を目的として、

大正４年に発足しました。その後、区分体系を一新するなど、平成

元年に制度の再編・拡充を図りましたが、近年、生物多様性保全に関

する科学的知見や管理手法が進歩し、制度を巡る状況が大きく変化

していることを踏まえ、林野庁では、平成26年度に学識経験者等を構

成員とする有識者会議を開催しました。本会議では、保護林の設定

状況や保全管理状況における課題等を点検・整理するため議論を進

め、今後の保護林制度の在り方の基本となる指針が提言されました。

１．保護林区分の再構築

面積規模や管理手法が類似、または多様な国有林野管理により存

在意義が薄れてきている保護林区分について、最新の生態学等に基

づき、①我が国の気候帯を代表する原生的な森林、②地域固有の森

林生態系を有する森林、③希少な野生生物の生育・生息に必要な森

林等、森林生態系や個体群※の持続性に着目した分かりやすく効果

的な区分に再構築する。

【保護林区分の見直しのイメージ】

実線：基本的な移行
点線：現状の保護林の性格を踏まえた移行

森林生態系保護地域（655千ha）

植物群落保護林（161千ha）

森林生物遺伝資源保存林（75千ha）

特定地理等保護林（37千ha）

郷土の森（4千ha）

森林生態系保護地域

生 物 群 集 保 護 林

希少個体群保護林

他制度の活用、施業上の
配慮を検討

特定動物生息地保護林（23千ha）

林木遺伝資源保存林（9 千ha）
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２．管理体制の再構築に向けた取組

保護林ごとに設置されている委員会を整理・統合しつつ、全ての

保護林を対象とする専門家や地域関係者による委員会を設置する。

モニタリングの内容・実施間隔について、保護林の実態に則した効

果的・効率的なものに見直すとともに、モニタリング結果を共有し、

科学的知見に基づく対応策を検討できる体制を整備する。

３．復元の考え方の導入

人為の影響を受けて成立した森

林や孤立等の理由により自立的復

元力を失った森林等が存在する実

態を踏まえ、保存や保護を原則と

していた保護林制度に復元の考え

方を導入し、保護林管理における

質の向上に取り組む。

４．新たな保全・管理手法の検討

保護林の価値や持続性を向上させるため、草地、湿地等の特殊な

環境を保護林として保全する考え方、野生生物の存続に必要な個体

群の集合体（メタ個体群）を保全する考え方等、新たな保全・管理

手法について検討する。

これらの提言を踏まえ、今後、保護林制度の見直しに向けた具体

的な対応を進めることとしています。
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② 「緑の回廊」の整備の推進

国有林野事業では、野生生物の生育・生息地を結ぶ移動経路を

確保することにより、個体群の交流を促進して、種の保全や遺伝

的な多様性を確保するため、民有林関係者とも連携しつつ、「保

護林」を中心にネットワークを形成する「緑の回廊」を設定して

います。

平成26年度末現在の、国有林内における緑の回廊は、24箇所、

58万３千haとなっています。

「緑の回廊」においては、人工林の中に自然に生えた広葉樹の

積極的な保残、猛禽類の採餌環境や生息環境の改善を図るための
きん

うっ閉した林分の伐開等、研究機関等とも連携しながら野生生物

の生育・生息環境に配慮した施業を行っています。また、森林の

状態と野生生物の生育・生息実態の関係を把握して保全・管理に

反映するためのモニタリング調査を実施しています。
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事例 「緑の回廊」における野生生物のモニタリング調査

関東森林管理局では、野生動植物の移動経路の連続性を確保し、生育・

生息地の拡大や相互交流を図るため、管内に９箇所の緑の回廊を設定し、

ツキノワグマや大型猛禽類をはじめとした野生生物の保護・保全に取り組
きん

んでいます。

平成26年度は、民有林と連携して神奈川・山梨・静岡県境に設定してい

る「富士山緑の回廊」及び「丹沢緑の回廊」において、センサーカメラに

よる野生動物の生息状況調査や、食料となるブナ・ナラ類の種子の豊凶状

況の調査等を行いました。

（関東森林管理局）

場 所：神奈川県足 柄 上 郡 山 北 町 大杉山国有林ほか
あしがらかみぐんやまきたまち

説 明：写真は、モニタリング調査用カメラで撮影されたツキノワグマ（左上）と、

種子生産量調査の様子（右下）です。
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表－１１ 緑の回廊の現況

名 称 面 積 延 長 場 所 等
(千ha) (km)

しれとこ しゃり しゃりちょう めなし らうすちょう

１ 知床半島緑の回廊 12 36 北海道斜里郡斜里町、目梨郡羅臼町ほか
たいせつ ひだか そらち みなみふらのちょう

２ 大雪・日高緑の回廊 17 57 北海道空知郡南富良野町、上川郡新得町
しこつ むいね あぶた きょうごくちょう

３ 支笏・無意根緑の回廊 7 30 北海道札幌市、虻田郡京極町ほか
きたかみこうち く じ おおふなと

４ 北上高地緑の回廊 26 150 岩手県久慈市、大船渡市ほか
しらかみはっこうだ にしめやむら おおだて

５ 白神八甲田緑の回廊 22 50 青森県中津軽郡西目屋村、秋田県大館市ほか
はちまんたいたいへいざん せんぼく かづの

６ 八幡平太平山緑の回廊 11 60 秋田県秋田市、仙北市、北秋田市、鹿角市
おうう もがみ かねやままち

７ 奥羽山脈緑の回廊 73 400 青森県平川市、秋田県仙北市、山形県最上郡金山町ほか
ちょうかいあさひ いいであづま ゆざわ よねざわ

鳥海朝日・飯豊吾妻 58 260 秋田県湯沢市、山形県米沢市、福島県福島市ほか
８ 緑の回廊

あいづ おおぬま しょうわむら

９ 会津山地緑の回廊 105 100 福島県大沼郡昭和村ほか
えちご うおぬま

10 緑の回廊越後線 16 70 新潟県魚沼市ほか
にっこう あづまさんち てんえいむら

11 日光・吾妻山地緑の 94 180 福島県岩瀬郡天栄村、栃木県日光市ほか
回廊

にっこう

12 緑の回廊日光線 11 38 栃木県日光市ほか
みくに と ね まち ゆざわまち

13 緑の回廊三国線 13 52 群馬県利根郡みなかみ町、新潟県南魚沼郡湯沢町ほか
ちちぶ

14 秩父山地緑の回廊 6 44 埼玉県秩父市
たんざわ あしがらかみ やまきたまち

15 丹沢緑の回廊 4 43 神奈川県足柄上郡 山北町ほか
ふじのみや

16 富士山緑の回廊 2 24 静岡県富士宮市ほか
あまかざりとがくし きたあづみ おたりむら

17 緑の回廊雨飾・戸隠 4 17 長野県北安曇郡小谷村、長野市
やつがたけ ち の

18 緑の回廊八ヶ岳 6 21 長野県茅野市ほか
はくさん なんと しらかわむら

19 白山山系緑の回廊 富山県南砺市、岐阜県大野郡白川村、石川県金沢市、
43 70

福井県大野市ほか
えつみ なんじょう みなみえちぜんちょう

20 越美山地緑の回廊 福井県南条郡 南越前町、 大野市、滋賀県長浜市、
24 66 もとす い び いびがわちょう

岐阜県本巣市、揖斐郡揖斐川町ほか
みかた しんおんせんちょう

21 東中国山地緑の回廊 6 42 兵庫県美方郡新温泉町、 鳥取県鳥取市ほか
いしづちさん つるぎさん

22 四国山地緑の回廊 石鎚山地区（愛媛県、高知県）及び剣山地区（高知県、
17 137

徳島県）
あやがわ ひがしもろかた あやちょう くにとみちょう

23 綾川上流緑の回廊 2 5 宮崎県東諸県郡 綾町、 国富町、 小林市
おおすみ きもつき きもつきちょう きんこうちょう

24 大隅半島緑の回廊 1 22 鹿児島県肝属郡肝付町、 錦江町ほか

合 計 24箇所 583

注：１ 面積、延長、場所等は、平成27年4月1日現在のデータである。
２ 国有林「緑の回廊」の面積を記載。
３ 計の不一致は、四捨五入による。



- 68 -

図－７ 「保護林」と「緑の回廊」位置図（平成27年4月1日現在）

②大雪・日高緑の回廊

③支笏・無意根
緑の回廊

⑦奥羽山脈緑の回廊

④北上高地緑の回廊

⑤白神八甲田
緑の回廊

⑥八幡平太平
山緑の回廊

⑧鳥海朝日・飯豊
吾妻緑の回廊

⑨会津山地緑の回廊

⑩緑の回廊越後線

⑪日光・吾妻山地緑の回廊

⑫緑の回廊日光線

⑬緑の回廊三国線

⑭秩父山地緑の回廊

⑯富士山緑の回廊

⑰緑の回廊雨飾・戸隠

⑱緑の回廊八ヶ岳

⑲白山山系緑の回廊

⑳越美山地緑の回廊

22 四国山地緑の回廊

21 東中国山地緑の回廊

23 綾川上流緑の回廊

24 大隅半島緑の回廊

⑮丹沢緑の回廊

①知床半島緑の回廊
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③ 野生生物の保護管理の推進

国有林野内に生育・生息する希少な野生生物の保護管理を

進めるため、国有林野事業では「絶滅のおそれのある野生動

植物の種の保存に関する法律」に基づく保護増殖事業の実施

等に取り組んでおり、研究機関や自治体等との連携を図りな

がら、生育・生息状況の把握や生育・生息環境の維持、整備

等を進めています。

平成26年度には、北海道のシマフクロウや沖縄のイリオモ

テヤマネコなど、各地域で希少な野生生物の生息環境の維持

・改善や保護活動等を関係機関等と連携して実施しました。

平成27年２月には、世界自然遺産である小笠原諸島の東島

の国有林において、世界的に希少な絶滅危惧種※オガサワラ

ヒメミズナギドリ（絶滅危惧ⅠＡ類）の営巣地が世界で初め

て確認されました。当該地は、森林生態系保護地域として林

野庁が保全しており、引き続き生息地を含め、森林生態系の

保全に努めていきます。
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事例 西表島におけるイリオモテヤマネコの保護管理等の取組

九州森林管理局では、希少種が多く生息する西表島において、イリオモ

テヤマネコ（特別天然記念物、国内希少野生動植物種
※
、絶滅危惧ⅠＡ類）

やカンムリワシ（特別天然記念物、国内希少野生動植物種、絶滅危惧ⅠＡ

類）等の保護管理のため、定期的かつ継続的な現地調査を実施しています。

平成26年度からは、これまで継続してきた巡視事業や自動カメラによる

生息状況調査に加え、自動撮影法による密度推定の試み等を行っています。

またイリオモテヤマネコの発見から50年の節目となる平成27年の２月に

は、沖縄森林管理署、琉球大学、竹富町の共催でこれまでの取組の成果を

報告するシンポジウムが西表島で開催され、多くの島民から活発な意見が

出されるなど関心の高さがうかがわれました。

（九州森林管理局 沖縄森林管理署）

場 所：沖縄県八重山郡竹富町 西表島国有林ほか

説 明：写真は、保護管理対象のイリオモテヤマネコ（左上。自動カメラで撮影

されたもの。）とシンポジウムの様子（右下）。
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④ 地域やＮＰＯ等との連携による保護活動の推進

国有林野内における希少な野生生物の保護管理や自然環境

の保全を進めるため、地域住民や環境保護に関心が高いＮＰ

Ｏ等と連携し、高山植物の盗採掘の防止等のため巡視を行う

ととともに、希少な野生生物の生育・生息環境の整備や、保

護・管理に向けた関係者との意見交換、普及活動等を行って

います。

⑤ 環境行政との連携

国有林野内の優れた自然環境を保全管理するため、「保護

増殖事業」や「自然再生事業」の実施及び「生態系維持回復

事業計画※」の策定・実行において、環境省や都道府県の環境

行政関係者との連絡調整や意見交換を行うなど、関係機関と

連携して、希少な野生生物の保護管理の取組を進めています。

また、森林管理局が主催する森林生態系保護地域設定委員

会等の各種検討会に環境行政関係者の参加を求めるとともに、

｢地域管理経営計画｣等の策定に先立つ連絡調整も行っていま

す。
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事例 木曽駒ヶ岳における継続的な植生復元の取組。

中部森林管理局では、中央アルプス木曽駒ヶ岳周辺において、登山者等

による踏み荒らしや大量の降雨・降雪による表土の流出等により、高山植

物の生育地の荒廃が懸念されたことから、平成17年度よりボランティアや

県・市町村、大学等と連携した植生復元活動を継続的に行っています。

平成26年度は、登山道沿いに植生マットを敷設し、作業地周辺で採取し

た高山植物の種子を播く植生復元事業を実施したほか、活動を開始して10

年を迎えた本取組を地域住民等にＰＲするため、長野県駒ヶ根市において

記念講演会を開催しました。

（中部森林管理局 木曽森林ふれあい推進センター）

場 所：長野県上伊那郡宮田村 黒川国有林

説 明：写真は、ボランティアによる植生マット等の資材運搬の様子（左上）と、

植生マット敷設作業の様子（右下）です。
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植物群落保護林に指定されている白馬岳の高山帯（中部森林管理局）
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３ 国有林野の林産物の供給
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３ 国有林野の林産物の供給

（１）林産物等の供給

国有林野事業では、公益重視の管理経営を一層推進しつつ、

地域における木材安定供給体制の構築等を図るため、機能類型

区分に応じた施業の結果得られる木材の持続的・計画的な供給

に努め、地域の林業・木材産業の活性化に貢献することとして

います。あわせて、これまで未利用であった小径材等について

も、安定供給を通じて、新たな需要開拓に取り組むこととして

います。

国有林材の供給に当たっては、立木や間伐材等の素材（丸太）

について、公売や需要者等へ直送するシステム販売を行うとと

もに、民有林とも連携した供給にも取り組み始めています。ま

た、その供給時期や樹材種等の情報はインターネット等も活用

し、迅速かつ広範囲に提供しています。

平成26年度には860万ｍ3の立木を伐採し、全国的なネットワ

ークを活用して、我が国における国産材供給量の約２割となる

約355万ｍ3の木材（丸太換算）を供給しました。

さらに、多様な森林を有しているという国有林野の特性を活

かし、民有林からの供給が期待しにくい樹種等の計画的な供給

にも取り組みました。
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表－１２ 国有林野事業における立木の伐採量 （単位：万ｍ
3

）

区 分 平成26年度 (参考)平成25年度

主 伐 271 261

間 伐 589 587

合 計 861 848

注：１ 伐採量は、国有林内で伐採等をした立木の材積（林地残材等を含む）である。
２ 官行造林（H26年度52万ｍ

3

、H25年度52万ｍ
3

）を含む。
３ 計の不一致は四捨五入によるもの。

表－１３ 国産材供給量に占める国有林材（丸太）の割合
（単位：万ｍ

3

）

平成26年(度) (参考)平成25年(度)

国産材供給量 1,991 1,965

国有林材供給量 355 359

（国産材供給量に占める割合） （18%） （18%）

注：１ 国産材供給量は年計、国有林材供給量は年度計。

２ 国有林材供給量は、立木販売量
※
（H26：228万ｍ

3

）を丸太換算した推計量

（H26：108万ｍ
3

）と、素材（丸太）の販売量（H26：247万ｍ
3

）との合計。

表－１４ 民有林からの供給が期待しにくい樹種の素材(丸太)供給実積
（単位：万ｍ

3

）

樹 種 名 平成26年度 (参考)平成25年度

ヒ バ 1.1 1.1

木曽ヒノキ 0.1 0.1
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事例 民有林と連携した未利用間伐材の活用に向けた取組

近年、国産材の用途が製材から合板、バイオマス燃料まで広がる中で、

未利用間伐材を含めた木材の有効活用と安定供給体制づくりが重要となっ

ています。

群馬森林管理署では、民有林において森林経営計画を策定している地元

森林組合と連携し、従来は林地残材となる物も含め、民有林材約400ｍ
3

、

国有林材約5,500ｍ
3

の間伐材を集成材用材（ラミナ）や木質バイオマス発

電用材として供給しました。

民有林と国有林の協調出荷により販路が確保され、需要に応じた安定供

給が可能となり、地域における未利用間伐材等の活用を促進しました。

（関東森林管理局 群馬森林管理署）

場 所：群馬県高崎市

説 明：写真は、間伐を実施した林分の様子（上）と、国有林材と協調して出荷さ

れる民有林のスギ短尺材（左下）及びスギ端材（右下）です。
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事例 地域材を活用した公共建築物への木材供給

長野県小 県 郡 長 和 町では、平成22年に制定された「公共建築物等にお
ちいさがたぐんながわまち

ける木材の利用の促進に関する法律」に基づき、町内の公共建築物等にお

いて積極的に地域材を利用することとしています。

東信森林管理署では、新築する保育園のシンボルとなる柱材等へ地域材

を使用したいという長和町の要望を受け、管内国有林から高齢級カラマツ

材を供給し、町の公共建築物の木造化への取組に協力しました。

（中部森林管理局 東信森林管理署）

場 所：長野県小県郡長和町

説 明：写真は、地域材を活用した保育園の遊戯室（左上）と、国有林から供給し

たカラマツ丸柱（右下）です。
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（２）国産材の安定供給体制の構築に向けた貢献

国有林野事業では、平成26年度に、立木販売により228万ｍ3

（前年度より１万ｍ3増）、素材販売※（丸太）により247万ｍ3

（前年度より３万ｍ3減）の国有林材を供給しました。

国有林材の供給に当たっては、国産材の安定的・効率的な供

給体制の構築に寄与するよう、国産材の需要拡大や加工・流通

の合理化等に取り組む集成材※・合板工場や製材工場等と協定

を締結し、国有林材を安定的に供給する「システム販売」を推

進するとともに、民有林と連携した協調出荷の取組を拡げてい

くこととしています。平成26年度には、システム販売による素

材（丸太）の供給量が、前年度から16万ｍ3 増加し、141万ｍ3

となりました。

また、全国的なネットワークを持ち、国産材供給量の２割を

供給し得るという国有林野事業の特性を活かし、地域の木材需

要が大きく変動した際の木材の供給調整機能を発揮するため、

民有林や木材の加工・流通の関係者、有識者等からなる「国有

林材供給調整検討委員会」を設置し、地域の木材価格や需要動

向の的確な把握に努めています。

平成26年度は、夏期の天候不順に伴う木材需要のひっ迫を受

け、国有林材供給調整検討委員会の検討結果を踏まえて、供給

調整が必要と判断された九州森林管理局において、約10万ｍ3

の立木販売を前倒しで実施しました。
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表－１５ 「システム販売」による素材供給量
（単位：万㎥）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

素材販売量 198 213 236 250 247

うち、 88 94 111 125 141
システム販売量 （44％） （44％） （47％） （50％） （57％）

注：( )書は、素材（丸太）販売量全体に占めるシステム販売の割合である。

事例 安定供給システム販売の取組

九州森林管理局では、国有林材等の需要・販路を確保し、地域における

木材の安定供給体制の整備や需要拡大を図るため、国有林材を安定的に供

給する「安定供給システム販売」に取り組んでいます。また、民有林にお

ける施業集約化の取組や、間伐材の木質バイオマス利用等を推進するため、

民有林と連携したシステム販売も実施しており、平成26年度は、局管内の

民有林材2.3万ｍ
3

を含む約32万ｍ
3

の素材（丸太）や立木についてシステム

販売を行いました。

（九州森林管理局）

場 所：宮崎県都城市

説 明：写真は、システム販売により素材（丸太）供給を行った工場（左）と、工

場の土場の様子（右）。
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表－１６ 「民有林と連携したシステム販売」による素材供給量

平成26年度 （参考）平成25年度

協定者数（者） 16 8

素材供給量（千㎥） 49.0 35.5

うち民有林材 10.3 9.6

うち国有林材 38.7 25.9

事例 民有林と連携した安定供給システム販売の取組

由利森林管理署では、地域における川上・川中・川下の関係者と連携し、

木材を低コストで安定供給し、需要者に信頼される木材供給体制づくりを

推進しています。

民有林と連携して施業集約化を進め、木材生産コストの低減に努めると

ともに、平成26年度には間伐材等の搬出時期を調整し、民有林と国有林の

協調出荷によるシステム販売を実施し、民有林材約1,200㎥と国有林材約

2,700㎥を出荷しました。民有林材と国有林材をまとめて出荷することに

より、従来、供給量が小さく、販路の確保が困難であった民有林の低質材

の供給先が確保され、製材工場等に対しても年間を通じて、まとまった量

の木材を安定供給することが可能となりました。

（東北森林管理局 由利森林管理署）

場 所：秋田県由利本荘市
ゆりほんじょう

説 明：写真は、民有林所有者と施業や間伐材の搬出について打合せを行っている

様子（左上）と、共同施業団地から搬出された国有林材（右下）です。
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４ 国有林野の活用
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４ 国有林野の活用

（１）国有林野の活用の適切な推進

国有林野の活用に当たっては、公益的機能の発揮等との調整を

図りつつ、農林業をはじめとする地域産業の振興、住民の福祉の

向上、再生可能エネルギーの利用による発電等に寄与するため、

地方公共団体、地元住民等に対して国有林野の貸付けや売払い、

共用林野の設定などを行っています。

平成26年度末現在で約７万４千haの貸付け等を行っており、農

地や採草放牧地が約１割、道路、電気・通信、ダム等の公用、公

共用又は公益事業用の施設用地が約５割を占めています。

また、東日本大震災からの復興のため、汚染土壌の仮置場等と

して、国有林野の無償貸付け等を引き続き行っています。

表－１７ 国有林野の用途別貸付け等の状況
（単位：ha）

区 分 平成26年度 （参考）平成25年度

農耕・採草放牧地 10,721（14） 10,867（15）

道路敷 14,630（20） 14,574（19）

電気・通信事業用地 16,487（22） 16,851（22）

ダム・堰堤敷 3,249（ 4） 3,094（ 4）

森林空間総合利用事業用地 8,377（11） 8,540（12）

その他 20,572（28） 20,831（28）

合 計 74,035（100） 75,758（100）

注：１ 面積は、各年度期末現在の数値である。
２ 貸付け等には、貸付け、使用許可・承認を含む。
３ （ ）書は、合計に占める用途別の比率（％）である。
４ 計の不一致は、四捨五入による。
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表－１８ 国有林野の用途別売払い状況 （単位：ha）

区 分 平成26年度 (参考)平成25年度

所管換・所属替 187(61) 105(52)

公用･公共事業用 68(22) 86(42)

産業振興用 52(17) -(-)
その他 1( 0) 12(6)

計 309(100) 203(100)

注：１ （ ）書は、計に占める用途別の比率(％)である。
２ 計の不一致は、四捨五入による。
３ 売払いには、無償の所管換・所属替・譲与を含む。

事例 共用林野を活用した地域振興に向けた取組

平成24年度の「国有林野の管理経営に関する法律」の改正により、従来、

山菜やきのこ類、自家用の薪等の採取に目的を限られていた共用林野が、

バイオマスエネルギー源としての共同利用のための林産物の採取を目的と

して設定することが可能となりました。

最上支署では、平成26年度に、町と地域の関係者による「最上町木質バ

イオマスエネルギー利用協議会」と、木質バイオマスエネルギーの供給を

目的とした共用林野契約（151.21ha）を締結しました。協議会では、共用

林内の広葉樹を活用し、町内の保健福祉施設等への熱源供給の安定化に取

り組むこととしています。

（東北森林管理局 最上支署）

場 所：山形県最上郡最上町 菅ノ沢国有林

説 明：写真は、共用林野に設定した林分（左）と、民有林材を破砕するチップ製

造器の様子（右）です（国有林材の燃料利用は平成28年度からの見込み）。
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（２）公衆の保健のための活用の推進

国有林野事業では、優れた自然景観を有し、森林浴や自然観

察、野外スポーツ等に適した森林を「レクリエーションの森」

に設定し、国民に提供しています。

平成26年度には、延べ約１億２千万人の利用があり、利用者

ニーズに即した魅力あるフィールドとして活用されるよう、地

元自治体を核とした管理運営協議会と連携しながら、環境整備

や利用促進のPRに取り組んでいます。

引き続き、地域の利用状況等を踏まえた上で、快適な利用環

境が確保出来るよう、「レクリエーションの森」の設定の見直

しや、地域と連携した管理体制の充実に努めていくこととして

います。

表－１９ レクリエーションの森の現況及び利用者数

レクリエーション 箇所数 面 積 利用者数 代 表 地
の森の種類 （千ha) (百万人）

自 然 休 養 林 89 104 18 高尾山、赤沢、屋久島、剣山

自然観察教育林 160 31 7 箱根、軽井沢、上高地

風 景 林 477 178 64 摩周、嵐山、宮島

森林スポーツ林 56 7 1 風の松原、 扇 の仙、西之浦
おうぎ せん

野外スポーツ地域 187 45 26 蔵王、玉 原、苗場
ざおう たんばら

風 致 探 勝 林 106 20 9 層 雲 峡、駒ケ岳、穂高
そううんきょう

合 計 1,075 385 124

注：１ 箇所数及び面積は、平成27年４月１日現在の数値であり、利用者数は平成26年

度の数値である。
２ 計の不一致は、四捨五入による。
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事例 地域と連携した「レクリエーションの森」の管理の推進

北海道中央部の大雪山国立公園内に位置する然 別自然休養林は、然別
しかりべつ

湖やこれを囲む白雲山、天望山等を訪れる登山者を中心に、地域内外から

多くの人が訪れています。

東大雪支署では、然別自然休養林において、関係行政機関や民間団体等

からなる「然別自然休養林等保護管理協議会」と連携し、利用者ニーズに

即した保全整備活動に取り組んでいます。平成26年度は、利用者の安全確

保等のため、協議会が中心となり、夏の登山シーズン前や秋頃に歩道の笹

刈りや倒木処理を行いました。

（北海道森林管理局 東大雪支署）

場 所：北海道河 東 郡 鹿 追 町 東大雪国有林
かとうぐんしかおいちょう

説 明：写真は、然別自然休養林の然別湖の遠景（左上）と、登山道において笹刈

り（右下）を行っている様子です。
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高性能林業機械による生産事業の様子

（フォワーダによる集材とプロセッサによる造材）（四国森林管理局）
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５ 国有林野と一体として整備及び保全を

行うことが相当と認められる民有林野

の整備及び保全
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５ 国有林野と一体として整備及び保全を行うことが相当と認めら
れる民有林野の整備及び保全

国有林野に隣接・介在する民有林野の中には、森林所有者等に

よる間伐等の施業が十分に行われず、国土の保全など国有林野が

発揮している公益的機能に悪影響を及ぼしたり、外来樹種が繁茂

して国有林野で実施する駆除の効果の確保に支障となる場合があ

ります。

国有林野の公益的機能の維持増進を図るため、民有林野と一体

的に施業等を実施する必要があると認められる場合、森林所有者

等と森林管理局が協定を締結し、国有林野事業により一体的に整

備及び保全を行う「公益的機能維持増進協定制度」が平成24年の

森林法等の改正により創設され、平成26年度には新たに５箇所で

協定を締結し、現在までに７箇所（森林整備５箇所、外来種の駆

除２箇所）で整備に取り組んでいます。

本制度の活用により、民有林野と一体となって、公益的機能の

維持のための間伐等の実施、世界自然遺産地域の保全に向けた外

来樹種の駆除等に引き続き取り組むこととしています。
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図－８ 公益的機能維持増進協定制度のイメージ

【協定締結状況】

森林管理局 協定区域の管轄署等 協定面積

東北 上小阿仁支署 30.68ha

森林整備 関東 日光森林管理署 32.77ha

（間伐） 天竜森林管理署 41.45ha

の実施 近畿中国 奈良森林管理事務所 26.85ha

九州 鹿児島森林管理署 37.76ha

外来種 関東（小笠原） 関東森林管理局（局直轄） 2.21ha
の駆除 九州 屋久島森林管理署 0.75ha

イメージ① 間伐遅れ民有林による影響の回避

民有林で土壌保全機能低

下の懸念があり、国有林
にも影響を生ずるおそれ

路網や国有林への影響

を回避しつつ、双方の
間伐の効率も向上

民有林の未整備による懸念 民国一体整備で、民有
林を健全化

既設路網

土壌保全機能
低下の懸念

イメージ② 外来種の駆除に資する伐採

国有林

民有林

民有林が種子供給源になり、

効果が十分確保されない

民有林を含めた区域全体で

対策の効果が確保される

国有林のみで駆除
協定を締結し、民有林を
含めて駆除

間
伐
施
業
地

外
来
種
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事例 公益的機能維持増進協定に基づく外来種駆除の実施

関東森林管理局では、世界自然遺産に登録されている小笠原諸島の国有

林について、固有の森林生態系を修復・保全するため、国有林に隣接する

民有林の所有者と、外来植物の駆除を一体的に実施することを内容とした

「小笠原諸島父島・夜明山地域公益的機能維持増進協定」を締結しました。

平成26年度には、本協定に基づく外来種対策として、対象区域である民

有林と国有林において、リュウキュウマツやキバンジロウなど地域外から

侵入した外来植物の駆除（2.21ha）を実施しました。

（関東森林管理局）

場 所：東京都小笠原村父島

説 明：写真は、リュウキュウマツを伐採している様子（左、右上）と、キバンジ

ロウを伐採している様子（右下）です。


